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概要 

本資料は，原子炉建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の既工認時及び今回工認時の地震応答解析

モデル及び手法の比較を示すものである。 

また，本資料は，以下の資料の補足説明をするものである。 

 

・資料Ⅴ-2-2-1 「原子炉建屋の地震応答計算書」 

・資料Ⅴ-2-2-4 「使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答計算書」 
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地震応答解析モデル及び手法の比較 

建屋の地震応答解析モデル及び手法の比較を表 2－1 及び表 2－2に示す。鉛直モデルの諸元の

設定方法を表2－3に示す。また，今回工認時の地震応答解析モデルを図2－1及び図2－2に示す。 

比較に用いる既工認時の地震応答解析モデル及び手法は，建設工認のものである。 
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表 2－1 地震応答解析モデル及び手法の比較（原子炉建屋） 

項目 内容 既工認時※1,※2 今回工認 備考

入力地震

動の算定

法 

水平 設計用地震波を人工岩盤下端

に直接入力 

基準地震動を用いて，一次元波動

論により算定 

（1）

鉛直 
－ 

基準地震動を用いて，一次元波動

論により算定 

（1）

解析コード － DAC3N V97 － 

建屋の 

モデル化 

モデル 質点系モデル 同左 （2）

材料物性 検討時の規準に基づき設定 

・コンクリートのヤング係数，

ポアソン比 

E＝2.06×104 N/mm2 

（SI 換算） 

ν＝0.167 

適用規準の見直しによる再設定 

・コンクリートのヤング係数， 

ポアソン比 

E＝2.21×104 N/mm2 

ν＝0.2 

鉛直モデル用： 

・鋼材のヤング係数，ポアソン比

E＝2.05×105 N/mm2 

ν＝0.3 

（3）

剛性評価 耐震壁を考慮 同左 （2）

減衰定数 RC：5％ ・水平方向：RC：5％ 

・鉛直方向：RC：5％， 

鋼材：2％ 

－ 

地盤の 

モデル化 

底面ばね 水平及び回転ばねを考慮 

（Timoshenko，Barkan，田治見

等の式による値から設定） 

・水平方向：水平及び回転ばねを

考慮 

・鉛直方向：鉛直ばねを考慮 

（4）

側面ばね※3 考慮せず ・水平方向：水平ばねを考慮 

・鉛直方向：考慮せず 

非線形 

特性 

耐震壁 考慮せず ・水平方向：考慮 

・鉛直方向：考慮せず 

（4）

底面ばね 考慮せず ・水平方向：接地率 75％を下回る

場合，基礎浮上りによる幾何学

的非線形性考慮 

・鉛直方向：考慮せず 

※1：建設工認時は，水平方向のみ地震応答解析を実施し，鉛直方向は静的地震力を考慮 
※2：東海第二発電所『既工事計画認可申請書第 1回 資料Ⅲ-1-4「原子炉建屋の地震応答計算書」 

（47公第 12076 号 昭和 48 年 4月 9日認可）』 
※3：地盤接地状況を踏まえ側面ばねを考慮。地盤接地状況及びその適用性について別紙 1-1 に示す。 
具体的な反映事項（表の備考欄に対応） 

（1） 解放基盤で定義される基準地震動を用いて，一次元波動論により算定した。水平方向では基礎
下端及び側面地盤位置での応答波を，鉛直方向では基礎下端位置での応答波を入力した。 

（2） 人工岩盤はモデル化範囲から除外，下屋部に積雪荷重の考慮，せん断断面積でクレーン階の壁
付柱の突出部の断面積無視に変更等。変更の内容について別紙 1-2 に示す。 

（3） 「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」（（社）日本建築学会，1999）及び「鋼構造設計規
準」（（社）日本建築学会，2005）に基づく。 

（4） 「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」（（社）日本電気協会）に
基づく。  
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表 2－2 地震応答解析モデル及び手法の比較（使用済燃料乾式貯蔵建屋） 

項目 内容 既工認時※1,※2 今回工認 備考

入力地震

動の算定

法 

水平 
基準地震動を用いて，一次元波

動論により算定 

三次元薄層要素法による杭の拘束

効果を考慮した有効入力動 

（1）

鉛直 － 
三次元薄層要素法による杭の拘束

効果を考慮した有効入力動 

（1）

解析コード NORA NORA2D Ver.01.03.00 － 

建屋の 

モデル化 

モデル 質点系モデル 同左 （2）

材料物性

検討時の規準に基づき設定 

・コンクリートのヤング係数，

ポアソン比 

E＝2.26×104 N/mm2 

（SI 換算） 

ν＝0.167 

適用規準の見直しによる再設定 

・コンクリートのヤング係数， 

ポアソン比 

E＝2.25×104 N/mm2 

ν＝0.2 

鉛直モデル用： 

・鋼材のヤング係数，ポアソン比

E＝2.05×105 N/mm2 

ν＝0.3 

（3）

剛性評価 耐震壁を考慮 同左 （2）

減衰定数

RC：5％ ・水平方向：RC：5％ 

・鉛直方向：RC：5％， 

鋼材：2％ 

－ 

地盤の 

モデル化 
底面ばね

水平及び回転ばねを考慮 

（三次元薄層要素法により算

定） 

・水平方向：水平及び回転ばねを

考慮 

・鉛直方向：鉛直ばねを考慮 

（水平，回転及び鉛直ばねとも三

次元薄層要素法により算定） 

（4）

非線形 

特性 

耐震壁 
考慮せず ・水平方向：考慮 

・鉛直方向：考慮せず 

（4）

底面ばね
考慮せず ・水平方向：考慮せず 

・鉛直方向：考慮せず 

－ 

※1：建設工認時は，水平方向のみ地震応答解析を実施し，鉛直方向は静的地震力を考慮 
※2：東海第二発電所『既工事計画認可申請書（平成 11年 6月 24 日付け発管発第 64 号） 資料Ⅳ-2-3_

使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震性についての計算書』（平成 11・06・25 資 第 1号 平成 11 年 9
月 2日認可） 

 
具体的な反映事項（表の備考欄に対応） 
（1） 既工認時は，解放基盤で定義される基準地震動を用いて，一次元波動論により算定した。今回

工認は一次元波動論により算定した入力地震動に，三次元薄層要素法により杭の拘束効果を考
慮した有効入力動として設定する。入力位置は，既工認と同じく基礎下端位置とする。有効入
力動の適用性について別紙 2-1 に示す。 

（2） 変更の内容について別紙 2-2 に示す。 
（3） 「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」（（社）日本建築学会，1999）及び「鋼構造設計規

準」（（社）日本建築学会，2005）に基づく。 
（4） 「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」（（社）日本電気協会）に

基づく。 
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表 2－3 鉛直モデルの諸元の設定方法 

（a） 原子炉建屋 

部位 質量 剛性 備考 

耐震壁・柱 鉛直モデルに対応する水平モ

デルの質点の質量 

水平方向モデルにおいて剛性

を考慮している耐震壁の全軸

断面積及び鉛直剛性として考

慮できる柱の軸断面積の和よ

り軸剛性を算出 

 

 

－ 

屋根トラス 質点の支配面積より算出 曲げ変形とせん断変形を生じ

る質点系の曲げせん断梁モデ

ルとして剛性を算出 

 

－ 

 

（b） 使用済燃料乾式貯蔵建屋 

部位 質量 剛性 備考 

耐震壁・柱 鉛直モデルに対応する水平モ

デルの質点の質量を算出 

水平方向モデルにおいて剛性

を考慮している耐震壁の全軸

断面積及び鉛直剛性として考

慮できる柱の軸断面積の和よ

り軸剛性を算出 

貯蔵エリア

の標準スパ

ン（支配幅 7 

m）に対して

算出 

屋根トラス 質点の支配面積より算出 曲げ変形とせん断変形を生じ

る質点系の曲げせん断梁モデ

ルとして剛性を算出 
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 ・数字は質点番号を示す。 

 ・（ ）内は要素番号を示す。 

 

図 2－1（1／2） 地震応答解析モデル（原子炉建屋（水平方向）） 
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 ・数字は質点番号を示す。 

 ・（ ）内は要素番号を示す。 

 

図 2－1（2／2） 地震応答解析モデル（原子炉建屋（鉛直方向）） 
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（a） NS 方向 

 

 

 

（b） EW 方向 

 

図 2－2（1／2） 地震応答解析モデル（使用済燃料乾式貯蔵建屋（水平方向）） 
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図 2－2（2／2） 地震応答解析モデル（使用済燃料乾式貯蔵建屋（鉛直方向）） 
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別紙 1-1 原子炉建屋の地盤接地状況と 

埋込みＳＲモデルの適用性について 
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別紙 1-1-1 

原子炉建屋の地盤接地状況と埋込みＳＲモデルの適用性について 

原子炉建屋の地震応答解析では，水平方向の地震応答解析モデルに側面地盤ばねを考慮してい

る。建屋埋込み効果の適用条件・評価手法に関する規格・基準類等の記載を確認し，原子炉建屋

の埋込み効果を考慮することの妥当性を確認する。 

 

1.1 原子炉建屋の地盤接地状況 

原子炉建屋の周辺建屋の概要及び埋込み状況を図 1－1 に示す。網掛けで示す範囲が，周辺

地盤と接している範囲である。西面，東面及び南面の３面の大部分が周辺地盤と接しており，

その占める割合が面積で 75％以上となっている。 

 

1.2 建屋埋込み効果の適用条件・評価手法に関する規格・基準類等の記載 

「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（（社）日本電気協会）」（以

下「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」という）において引用されている「建屋埋込み効果の

評価法の標準化に関する調査報告書１）」(以下「標準化報告書」という）によると，埋込み効

果を見込むためには，建屋は少なくとも 3 面が埋め込まれていることが必要であるとされてい

る。 

また，「原子力発電所耐震設計技術規程ＪＥＡＣ４６０１－2008（（社）日本電気協会）２）」

(以下「ＪＥＡＣ４６０１－2008」という）では，NOVAK の側面ばねを用いた埋込みＳＲモデル

を適用できる条件として，「埋め込み基礎の接触状況が構造物の応答に与える影響について３）」

等の文献の結果等をもとに，建物・構築物の地下部分の大部分（3 面または面積で 75％以上）

が周辺地盤と接している場合には，全面埋込みと同様な埋込み効果が期待できるものとしてい

る。 

 

1.3 埋込みＳＲモデルの適用性について 

原子炉建屋の地盤接地状況は面積で 75％以上となっており，建屋埋込み効果の適用条件・評

価手法に関する規格・基準類等の記載に基づき，原子炉建屋の埋込み効果を考慮することの妥

当性を確認した。 
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別紙 1-1-2

（a） 周辺建屋概要

図 1－1（1／2） 原子炉建屋の周辺建屋の概要及び埋込み状況 
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別紙 1-1-3

（b） 埋込み状況

 

図 1－1（2／2） 原子炉建屋の周辺建屋の概要及び埋込み状況 
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別紙 1-1-4 
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別紙 1-2 原子炉建屋の地震応答解析モデルの変更について 

 

18



 

 

目次 

 
 概要 ............................................................................. 1 

 原子炉建屋の地震応答解析モデルの変更について ..................................... 2 

2.1 人工岩盤の考慮方法の変更 ...................................................... 2 

2.2 クレーン階における変更 ........................................................ 3 

2.3 積雪荷重による変更 ............................................................ 4 

2.4 4 階の壁剛性の変更 ............................................................ 5 

 

 

 

19



 

別紙 1-2-1 

概要 

原子炉建屋の水平方向の地震応答解析モデル（以下「R/B 今回工認モデル」という。）は，基本

的に建設工認時の地震応答解析モデル（以下「R/B 建設工認モデル」という。）に基づいて設定し

ているが，解析モデルの精緻化等を目的とし，R/B 建設工認モデルから変更を行っている。本資

料では，変更の概要を示す。 

図 1－1 に地震応答解析モデルの変更箇所の概要を示す。 

 

 

 

 

図 1－1 地震応答解析モデルの変更箇所の概要 

 

  

EL.-9.0 m

EL. 8.2 m

側面ばね

底面ばね

基礎スラブ

2.1 人工岩盤の考慮
方法の変更

2.2 クレーン階に
　　おける変更　

2.3 積雪荷重に
　　よる変更　

EL.34.7 m

2.4 4階における
　　変更　　

20



 

別紙 1-2-2 

原子炉建屋の地震応答解析モデルの変更について 

2.1 人工岩盤の考慮方法の変更 

 R/B 建設工認モデルにおいては，人工岩盤（EL.－9.0 m～EL.－17.0 m）を地震応答解析

モデルに含めてモデル化していた。R/B 今回工認モデルにおいては，人工岩盤については，東

北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析で保守的な結果（別紙 1-3 参照）となったことか

ら，支持地盤として考慮するものとし，地震応答解析モデルは EL.－9.0 m の基礎スラブ下端

位置までをモデル化する。図 2－1に地震応答解析モデルの比較を示す。 

 

 

 

 

（a） R/B 建設工認モデル （b） R/B 今回工認モデル 

 

図 2－1 地震応答解析モデルの比較 

  

EL.-17.0 m

底面ばね

基礎スラブ

人工岩盤

EL.  8.2 m

EL. -4.0 m

EL.-9.0 m

EL. 8.2 m

側面ばね

底面ばね

基礎スラブ
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2.2 クレーン階における変更 

(1) 重量の変更

R/B 建設工認モデルにはクレーン重量が考慮されていなかったが，R/B今回工認モデルでは，

クレーンの重量を考慮することとし，EL.57.0 m の質点重量及び回転慣性重量を変更した。

(2) せん断断面積の変更

R/B 建設工認モデルにおいては，オペフロ上部（EL.46.50 m～EL.57.00 m）のせん断断面積

として，耐震壁と壁付柱の突出部の断面積を考慮して，せん断断面積を算定していた。R/B 今

回工認モデルにおいては，耐震壁のみでせん断断面積を算定する。図 2－2 にクレーン階

（EL.63.65 m～EL.57.00 m）の平面図を示す。 

（a） NS 方向

（b） EW 方向

※ 赤線：せん断断面積を評価する耐震壁

図 2－2 クレーン階（EL.63.65 m～EL.57.00 m）の平面図 
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2.3 積雪荷重による変更 

R/B 今回工認モデルにおいては，多雪地域ではないが，原子炉建屋の地震応答解析に積雪荷

重を考慮することとする。 

R/B 今回工認モデルに積雪荷重を新たに加える原子炉建屋付属棟の部位を図 2－3 に示す。 

原子炉建屋原子炉棟（以下「原子炉棟」という。）については，平成 22年に屋根トラスの裕

度向上工事として重量低減措置を実施している。原子炉棟の積雪荷重を考慮した屋根荷重に，

裕度向上工事による低減重量を差し引くと，原子炉棟の屋根荷重は 586 kgf/m2となる。建設工

認時の設計図書では原子炉棟の屋根荷重を 600 kgf/m2として質点重量を算定しており，積雪荷

重を考慮した現状の屋根荷重とほぼ同等であることを踏まえて，R/B 建設工認モデルの値から

の変更は行わない。 

図 2－3 R/B 今回工認モデルに積雪荷重を新たに加える原子炉建屋付属棟の部位 

EL35.0m

EL30.3m EL22.0m

EL18.0m

EL17.0m

EL9.0m
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2.4 4 階の壁剛性の変更 

R/B 建設工認モデルにおいて示されている EL.38.8 m～EL.34.7 m のせん断断面積及び断面 2

次モーメントには，使用済燃料プールの壁を考慮している。使用済み燃料プールの壁は，シェ

ル壁と内部ボックス壁に接続されシェル壁と一体として挙動すると考えられるため，剛性評価

に考慮していた。EL.34.7 m は使用済み燃料プールの底版の上端レベルに相当するが，当該レ

ベルは図 2－4 に示すように使用済み燃料プールの床以外に床が無い構造となっている。これ

より，R/B 今回工認モデルでは，上下階の床に接続されている壁を考慮することとし EL.34.7 m

から EL.38.8 m の壁を剛性評価から除いた解析モデルを用いることした。 

図 2－4 4 階の使用済燃料プール床周辺の構造概要 

上記の変更を考慮した R/B 今回工認モデル諸元を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 R/B 建設工認モデルと今回工認モデル諸元の比較（1/2） 

高さ 質点重量
※2 高さ 質点重量

m kN m kN

EL. IgNS IgEW W IgNS IgEW EL. W IgNS IgEW

※1：建設工認図書記載値

※2：建設工認図書記載値を重力加速度9.80665m/s
2
を用いてSI単位系に単位換算

：R/B建設工認モデルからの変更箇所　「2.1 人工岩盤の考慮方法の変更」

：R/B建設工認モデルからの変更箇所　「2.2 クレーン階における変更」

：R/B建設工認モデルからの変更箇所　「2.3 積雪荷重による変更」

×10
5
kN･m

2質点
番号

質点質量
※1

t・s
2
/m

回転慣性
※1

回転慣性重量
※2

×10
3
t・s

2
・m ×10

5
kN･m

2

63.65 1 165 37.1 32.8 15,870

質点
番号

回転慣性重量

2 140 47.4 42.9

31.5

51.2 44.7

120.3

35.7 31.5 63.65 1 15,870 35.7

46.50 3 700 125.1 108.9

13,460 45.6 41.3 57.00 2 16,16057.00

38.80 4 1,010 168.0 103.8

104.7

161.6 99.8

113.0

67,320 120.3 104.7 46.50 3 67,320

34.70 5 865 117.5 71.4

97,130 161.6 99.8 38.80 4 97,130

1,270 362.7 260.5

68.7

348.8 250.5

488.7

83,190 113.0 68.7 34.70 5 83,270

20.30 7 1,680 508.2 565.6

122,140 348.8 250.5 29.00 6 122,37029.00

14.00 8 2,440 749.5 810.6

543.9

720.8 779.6

893.0

161,570 488.7 543.9 20.30 7 161,820

8.20 9 2,070 928.6 922.1

234,650 720.8 779.6 14.00 8 234,650

2.00 10 2,295 865.6 863.8

886.8

832.4 830.7

1,724.6

199,070 893.0 886.8 8.20

1,073.5

1,557,960 6,130.1 6,153.8 -4.00 11 439,290

220,710 832.4 830.7 2.00 10 220,710

総重量 1,932,940

今回工認モデル諸元建設工認モデル諸元

総重量 28,835 -9.00 12 275,090 1,081.4

1,712.111 16,200 6,374.2 6,398.8

9 199,260

6
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表 2－1 R/B 建設工認モデルと今回工認モデル諸元の比較（2/2） 

高さ 高さ

m m

EL. AsNS AsEW INS IEW EL. AsNS AsEW INS IEW

：R/B建設工認モデルからの変更箇所　「2.1 人工岩盤の考慮方法の変更」

：R/B建設工認モデルからの変更箇所　「2.2 クレーン階における変更」

：R/B建設工認モデルからの変更箇所　「2.4 4階の壁剛性の変更」

建設工認モデル諸元 今回工認モデル諸元

(11) 4,675 4,675 1,828.1 1,814.8

-9.00

-4.00

(10) 464 454 218.8 208.9(10) 464 454 218.8 208.9

2.00

(9) 464 454 218.4 208.5

2.00

8.20

(9) 464 454 218.4

(8) 394 345 178.5 147.4

8.20

(8) 394 345 178.5 147.4

208.5

14.00

(7) 242 224 86.3 77.6

14.00

20.30

(7) 242 224 86.3

(6) 218 237 77.6 72.9

20.30

(6) 218 237 77.6 72.9

77.6

29.00

(5) 143 156 45.4 38.7

29.00

34.70

(5) 143 156 45.4

(4) 133 141 45.0 37.3

34.70

(4) 266 238 52.7 40.5

38.7

38.80

(3) 212 154 64.4 34.7

38.80

46.50

(3) 212 154 64.4

(2) 27.3 25.5 20.4 18.4

46.50

(2) 32.0 30.0 20.4 18.4

34.7

57.00

(1) 27.3 25.5 20.4 18.4

57.00

(1) 27.3 25.5 20.4 18.4

63.65 63.65

要素
番号

せん断断面積 断面2次ﾓｰﾒﾝﾄ

m
2

×10
3
m
4

m
2要素

番号

せん断断面積 断面2次ﾓｰﾒﾝﾄ

×10
3
m
4
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別紙 1-3 原子炉建屋の地震応答解析モデルについて 
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別紙 1-3-1 

概要 

原子炉建屋の地震応答解析モデル（以下「R/B 今回工認モデル」という。）は，2011 年 3 月 11

日東北地方太平洋沖地震（以下「東北地方太平洋沖地震」という。）のシミュレーション解析結果

を踏まえて設定している。 

本資料は，東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析として実施した基礎底面の人工岩盤

のモデル化方法及び側面地盤ばねの扱いについての影響検討結果を説明するものである。 
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別紙 1-3-2

原子炉建屋の概要 

建屋概要 

原子炉建屋は，地下 2 階，地上 6 階の鉄筋コンクリート造の建物である。 

建物の中央部には原子炉格納容器を収納する原子炉棟があり，その周囲に付属棟を配置して

いる。原子炉建屋の概要を図 2－1及び図 2－2 に，使用材料を表 2－1 に示す。 

原子炉棟と付属棟とは同一基礎スラブ上に設置した一体構造であり，原子炉建屋の平面は，

地下部分は約 67 m×約 67 m，地上部分は一部を除き約 41 m×約 44 m の矩形をしている。基礎

底面からの高さは約 73 m であり，地上高さは約 56 m である。 

原子炉建屋の基礎は，平面が約 67 m×約 67 m，厚さ 5 m のべた基礎で，人工岩盤を介して，

砂質泥岩である久米層に岩着している。 
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別紙 1-3-3

図 2－1 原子炉建屋の概要（平面図） 
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別紙 1-3-4

（A－A 断面） 

（B－B 断面） 

図 2－2 原子炉建屋の概要（断面図） 
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別紙 1-3-5

表 2－1 原子炉建屋の使用材料※１ 

部位 

設計基準強度 
単位体積 

重量 
ポアソン比 ヤング係数

せん断 

弾性係数 

Fc 

（kgf/cm２）

Fc※２ 

（N/mm２）

γ 

（kN/m３）
ν 

E 

（N/mm２）

G 

（N/mm２）

建屋 225 22.1 24.0 0.2 2.21×10４ 9.21×10３

人工岩盤 140 13.7 23.0 0.2 1.88×10４ 7.83×10３

鋼材 － － 77.1 0.3 2.05×10５ 7.9 ×10４

※1 使用材料については，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計

法－（1999）」，「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（2005）」及

び「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（2005）」に準拠した。 

※2 Fc は 9.80665 m/s２を用いて換算した。
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設置地盤の状況 

原子炉建屋はコンクリート造の人工岩盤を介して，砂質泥岩である久米層に岩着している。

原子炉建屋の設置状況及び埋込み状況を図 2－3の原子炉建屋設置地盤断面図に示す。 

34



別紙 1-3-7

（NS 方向） 

（EW 方向） 

図 2－3 原子炉建屋設置地盤断面図 
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別紙 1-3-8

地震応答解析モデルに係る影響検討 

3.1 概要 

東海第二発電所原子炉建屋の基礎はコンクリート造の人工岩盤を介して支持地盤である久

米層に設置している。また，原子炉建屋の基礎下端は EL.－9 m であり，地表面（EL.8 m）か

ら 17 m 地中に埋め込まれている。 

建設当時の工認（以下「建設工認」という。）では，原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡ

Ｇ４６０１－1987（（社）日本電気協会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１－1987」という。）制定前

であったため，解放基盤表面という概念が無く，地盤応答解析を介さずに人工岩盤下端に設計

波を直接入力していた。そのため人工岩盤を建屋モデル側にモデル化し，建屋と側面地盤の相

互作用は考慮していなかった。 

R/B 今回工認モデルを検討するにあたり，「ＪＥＡＧ４６０１－1987」及び原子力発電所耐震

設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（（社）日本電気協会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１

－1991 追補版」という。）には，基礎底面の人工岩盤のモデル化方法及び側面回転地盤ばねの

扱いについて明確に表記されていないため，東北地方太平洋沖地震の観測記録を用いたシミュ

レーション解析を行い，人工岩盤のモデル化の影響と建屋と側面地盤との相互作用の影響評価

を行った。 
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3.2 原子炉建屋内の地震計設置位置 

原子炉建屋には，地震時の基本的な振動性状を把握する目的で偶数階に各階 1 台の地震計を

設置している。また，基礎上(地下 2 階)には更に 4 台の地震計を設置している。 

原子炉建屋の地震計設置位置を図 3－1に示す。 

図 3－1 原子炉建屋の地震計設置位置 
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3.3 建屋－地盤動的相互作用の評価法について 

建設工認では，埋込み効果を無視した，スウェイ・ロッキングモデル（以下「ＳＲモデル」

という。）として，建屋と地盤の相互作用を考慮している。 

本資料では，はじめに，ＳＲモデルと側面地盤による回転拘束を含む埋込み効果を考慮した

埋込みＳＲモデルを用いて東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析を行い，建屋の振動

性状を比較した。解析に用いたＳＲモデルによる地震応答解析の概要を図 3－2に，埋込みＳＲ

モデルによる地震応答解析の概要を図 3－3に示す。

東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析結果として，両者の最大応答加速度分布の比

較を図 3－4 及び図 3－5に，床応答スペクトルの比較を図 3－6及び図 3－7 に示す。これらの

解析結果より埋込みＳＲモデルを用いた方が，ＳＲモデルを用いた場合に比べ，観測記録との

整合が改善しており，より実状に近い建屋の振動性状を評価できているものと考えられる。 
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図 3－2 ＳＲモデルによる地震応答解析の概要 
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図 3－3 埋込みＳＲモデルによる地震応答解析の概要 
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図 3－4 最大応答加速度分布の比較（NS 方向） 
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図 3－5 最大応答加速度分布の比較（EW 方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

地下 2階 

図 3－6（1／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 

  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
(c

m
/s

2
)

周期(s)

SRモデル 質点11

埋込みSRモデル 質点11

観測記録(地下2階)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
(c

m
/s

2
)

周期(s)

SRモデル 質点11

埋込みSRモデル 質点11

観測記録(地下2階)

43



 

別紙 1-3-16 

 

 

 

h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

2 階 

図 3－6（2／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

4 階 

図 3－6（3／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

6 階 

図 3－6（4／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

地下 2階 

図 3－7（1／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

2 階 

図 3－7（2／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

4 階 

図 3－7（3／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

6 階 

図 3－7（4／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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3.4 人工岩盤のモデル化について 

建設工認では，人工岩盤を建屋モデル側にモデル化し，地震応答解析を行っていたが，ここ

では，人工岩盤を地盤モデル側に岩盤としてモデル化した場合の建屋応答への影響について検

討した。 

人工岩盤を岩盤としてモデル化した場合の地震応答解析の概要を図 3－8に示す。ここで，基

礎底面の地盤ばね及び入力動の算定に用いる地盤モデルは，基礎底面レベルである EL.－9.0 m

まで砂質泥岩である久米層の物性と同等として設定した。また，比較検討には，前章にも用い

た実状に近い建屋の振動性状を評価できている埋込みＳＲモデルを用いた。 

東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析結果として最大応答加速度分布の比較を図 3

－9 及び図 3－10 に，床応答スペクトルの比較を図 3－11 及び図 3－12 に示す。人工岩盤を地

盤モデル側に岩盤としてモデル化した場合は，建屋モデル側にモデル化した場合の応答に比べ，

概ね同程度であるか一部の周期帯では若干大きくなることが確認できた。そのため R/B 今回工

認モデルでは，保守的に人工岩盤を地盤モデル側に岩盤としてモデル化する方針とした。 
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図 3－8 人工岩盤を岩盤としてモデル化した場合の地震応答解析の概要 
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図 3－9 最大応答加速度分布の比較（NS 方向） 
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図 3－10 最大応答加速度分布の比較（EW方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

地下 2階 

図 3－11（1／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

2 階 

図 3－11（2／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

4 階 

図 3－11（3／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

6 階 

図 3－11（4／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

地下 2階 

図 3－12（1／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

2 階 

図 3－12（2／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

4 階 

図 3－12（3／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

6 階 

図 3－12（4／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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3.5 側面回転ばねの扱いについて 

建屋側面地盤の埋込み効果を考慮するにあたり，側面地盤を水平ばね及び回転ばねとして評

価してきた。ここでは，側面回転ばねを考慮しない場合の建屋応答への影響について検討した。 

側面回転ばねを考慮しない場合の地震応答解析の概要を図 3－13に示す。 

東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析結果として最大応答加速度分布の比較を図 3

－14及び図 3－15 に，床応答スペクトルの比較を図 3－16 及び図 3－17 に示す。側面回転ばね

を考慮しない場合の解析結果は，側面回転ばねを考慮する場合の応答に比べ，概ね同程度であ

るか一部の周期帯では若干大きくなることが確認できた。 

「3.3 建屋－地盤動的相互作用の評価法について」において示したように，埋込み効果とし

て，側面地盤の水平ばね及び回転ばねを考慮した場合に，より実状に近い建屋の振動性状を評

価できているものと考えられるが，R/B 今回工認モデルにおいては，保守的に側面回転ばねを

採用しない方針とした。 
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図 3－13 側面回転ばねを考慮しない場合の地震応答解析の概要 
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図 3－14 最大応答加速度分布の比較（NS方向） 
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図 3－15 最大応答加速度分布の比較（EW方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

地下 2階 

図 3－16（1／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

2 階 

図 3－16（2／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

4 階 

図 3－16（3／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 
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h＝1％ 
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6 階 

図 3－16（4／4） 床応答スペクトルの比較（NS方向） 
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地下 2階 

図 3－17（1／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

2 階 

図 3－17（2／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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図 3－17（3／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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6 階 

図 3－17（4／4） 床応答スペクトルの比較（EW方向） 
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シミュレーション解析結果を踏まえた施設影響 

 2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録を踏まえた原子炉建屋のシミュレーション解析を3.地

震応答解析モデルに係る影響検討にて実施した。本検討において観測記録とシミュレーション解

析結果との床応答スペクトルの比較において，一部の周期帯において観測記録がシミュレーショ

ン解析の応答を上回る結果が確認されたため，施設への影響について確認する。なお，観測記録

とシミュレーション解析の差異の考察ついては，「補足説明資料 340-7 水平 2 方向及び鉛直方向

の適切な組合せに関する検討について 別紙 3 3 次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析 2.3 

観測記録を用いた検討」で示す。 

 

4.1 原子炉建屋への影響 

 図 4-1 に観測記録の最大応答加速度とシミュレーション解析との最大応答加速度との比較を示

す。原子炉建屋の地震計設置位置での観測記録と原子炉建屋質点系モデルを用いたシミュレーシ

ョン解析の応答とを比較した結果，最大応答加速度分布は各方向において，観測記録がシミュレ

ーション解析を上回らないことが確認できたため，原子炉建屋の耐震評価に影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 最大応答加速度の分布の比較 
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4.2 原子炉建屋に設置された機器・配管系 

 （1）床応答スペクトルの傾向確認 

 原子炉建屋の各床面のシミュレーション解析結果の床応答スペクトルと観測記録の床応答

スペクトルとの比較を図 4-2～図 4-4 に示す。また，最大応答加速度と固有周期 0.05 秒位置

での加速度比較を表 4-1 に示す。機器・配管系評価においては，ＮＳ方向及びＥＷ方向を包絡

させた設計用床応答曲線を適用し，耐震評価を実施することから，ＮＳ方向とＥＷ方向を包絡

させた床応答スペクトルにて比較している。 

 また，原子炉建屋の設計用床応答曲線及び評価用震度は，設備評価用として加速度を 1.5 倍

した値を基本として耐震計算を実施していることから，シミュレーション解析結果については，

加速度値（震度）を 1.5 倍したものとする。 

 原子炉建屋の各床面のシミュレーション解析結果の床応答スペクトルと観測記録の床応答

スペクトルの比較結果を以下に記す。 

 

① 減衰定数 5％ 

・ シミュレーション解析結果の床応答スペクトルは観測記録の床応答スペクトルを包絡し

ている。 

 

② 減衰定数 2％ 

・ EL.46.5m の床応答スペクトルの比較では，0.05 秒から 0.1 秒において観測記録の床応答

スペクトルがシミュレーション解析結果の床応答スペクトルを超えている周期が確認で

きる。 

・ EL.46.5m の床応答スペクトル以外の階高の床応答スペクトルにおいては，シミュレーシ

ョン解析結果が観測記録を概ね包絡していることが確認できる。 

③ 減衰定数 1％ 

・ EL.46.5m の床応答スペクトルの比較では，0.05 秒から 0.1 秒において観測記録の床応答

スペクトルがシミュレーション解析結果の床応答スペクトルを超えている周期が確認で

きる。 

・ EL.29.0 及び EL.14.0m の床応答スペクトルの比較では，一部の周期帯で観測記録の床応

答スペクトルがシミュレーション解析結果の床応答スペクトルを超えている周期が確認

できる。 

・ EL.-4.0m の床応答スペクトルにおいては，シミュレーション解析結果が観測記録を包絡

していることが確認できる。 

④ 最大応答加速度 

・ 全標高に対してシミュレーション解析結果の最大応答加速度は，観測記録の最大応答加

速度を超えていることが確認できる 

 

 以上のとおり床応答スペクトル及び最大応答加速度の比較した傾向を示したが，機器・配

管系の耐震設計の特徴を踏まえて，設備の影響評価を実施する。  
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図 4-2(1) 原子炉建屋 EL.46.5m 床応答スペクトル比較（減衰 5％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2(2) 原子炉建屋 EL.29.0m 床応答スペクトル比較（減衰 5％） 
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図 4-2(3) 原子炉建屋 EL.14.0m 床応答スペクトル比較（減衰 5％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2(4) 原子炉建屋 EL.-4.0m 床応答スペクトル比較（減衰 5％） 
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図 4-3(1) 原子炉建屋 EL.46.5m 床応答スペクトル比較（減衰 2％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3(2) 原子炉建屋 EL.29.0m 床応答スペクトル比較（減衰 2％） 
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図 4-3(3) 原子炉建屋 EL.14.0m 床応答スペクトル比較（減衰 2％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3(4) 原子炉建屋 EL.-4.0m 床応答スペクトル比較（減衰 2％） 
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図 4-4(1) 原子炉建屋 EL.46.5m 床応答スペクトル比較（減衰 1％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4(2) 原子炉建屋 EL.29.0m 床応答スペクトル比較（減衰 1％） 
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図 4-4(3) 原子炉建屋 EL.14.0m 床応答スペクトル比較（減衰 1％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4(4) 原子炉建屋 EL.-4.0m 床応答スペクトル比較（減衰 1％） 
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表 4-4 最大応答加速度と固有周期 0.05 秒位置での加速度比較 

標高 

(m) 

最大応答加速度 

（cm／s２） 

固有周期 0.05 秒位置 ＊ 

の加速度（cm／s２） 

シミュレーション 

解析 
観測記録 

シミュレーション

解析 
観測記録 

ＮＳ ＥＷ 
Max(NS,EW)

×1.5 
ＮＳ ＥＷ ×1.0 ×1.5 

46.5 530 532 798 492 481 700 1050 797 

29.0 346 374 561 301 361 430 644 556 

14.0 343 317 515 225 306 359 538 431 

-4.0 303 279 455 214 225 339 509 301 

＊ 床応答スペクトルは減衰 2％を適用し，ＮＳ方向とＥＷ方向を包絡させた値として記載。 
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 （2）観測記録による影響検討 

 影響検対象設備は，(1)床応答スペクトルの傾向確認を踏まえて，観測記録と建屋シミュレ

ーション解析結果との差異が確認されるEL.14.0mから上層階に設置される設備とする。また，

最大応答加速度は，全標高に対して，シミュレーション解析結果の加速度が観測記録の加速

度を超えていることから，床応答スペクトルを用いて評価を行う設備を対象とする。 

 影響検討については，設備の固有周期を確認し，観測記録とシミュレーション解析の応答

比率を踏まえた割り増しを考慮しても，設備の有する耐震裕度に収まることを確認する。 

（以下、追而） 
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まとめ 

原子炉建屋の地震応答解析モデルについて，東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析結

果の比較から，人工岩盤のモデル化及び側面回転ばねの影響について検討した。 

建設工認では埋込みを考慮しないＳＲモデルとしていたが，側面地盤の埋込み効果を考慮した

埋込みＳＲモデルとした場合，より実状に近い建屋の振動性状を評価できることを確認した。ま

た，人工岩盤は岩盤として地盤モデル側にモデル化し，側面回転ばねを考慮しないモデルとする

方が，応答を保守側に評価することを確認した。 

なお，建設工認の地震応答解析モデルは，埋込みを考慮しないモデルで，底面地盤ばね減衰定

数 5％一定としている。東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析結果より，埋込みを考慮

しない場合，埋込みを考慮したモデルに比べて建屋応答を保守的に評価することを確認しており，

建設工認モデルが埋込み考慮の今回工認モデルに比べて保守的な応答となるモデル化となってい

たことを確認した。 

以上の結果から，R/B 今回工認モデルは，人工岩盤を地盤モデル側に岩盤としてモデル化し，

側面回転ばねを考慮しない埋込みＳＲモデルとすることとした。 
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別紙 1-3 の補足説明資料 

 

1. 概要 

本資料は，別紙 1-3「原子炉建屋の地震応答解析モデルについて」で示した原子炉建屋の地震

応答解析における東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析について，鉛直方向モデルによ

る結果を示すものである。 

 

2. 解析モデル 

鉛直方向の解析モデルを図 2－1 に示す。 

鉛直方向の解析モデルは，水平方向と同様に人工岩盤を地盤モデル側に岩盤としてモデル化す

る。なお，側面地盤ばねについては考慮しない。 

 

 

 

 ・数字は質点番号を示す。 

 ・（ ）内は要素番号を示す。 

 

図 2－1 解析モデル（鉛直方向）  
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3. 解析結果 

東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析結果として最大応答加速度分布の比較を図 3－

1 に，床応答スペクトルの比較を図 3－2 に示す。 

最大応答加速度は，解析結果が観測記録を上回っており，床応答スペクトルについてもほぼ全

ての周期帯で解析結果が観測記録を上回る傾向となっている。 
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図 3－2 最大応答加速度分布の比較（鉛直方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

地下 2階 

図 3－2（1／4） 床応答スペクトルの比較（鉛直方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

2 階 

図 3－2（2／4） 床応答スペクトルの比較（鉛直方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

4 階 

図 3－2（3／4） 床応答スペクトルの比較（鉛直方向） 
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h＝1％ 

 

 

h＝5％ 

6 階 

図 3－2（4／4） 床応答スペクトルの比較（鉛直方向） 
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既工認と今回工認における地盤ばね及び入力地震動算出方法の比較 

既工認では，杭を考慮した地盤ばね算出に三次元薄層要素法を用いていたが，建屋地震応答解

析モデルへの入力動には一次元波動論により算出した基礎スラブ底面レベルにおける露頭波を用

いていた。三次元薄層要素法とは，水平方向には弾性波動論，深さ方向には有限要素法で定式化

した解析手法である。 

今回工認では，入力地震動評価にも同手法により杭の拘束効果を考慮した基礎スラブ底面レベ

ルにおける有効入力動を用いることにより，地盤ばねの設定との整合を図り，より実状に近い評

価とする。表 1－1に既工認と今回工認における地盤ばね及び入力地震動算出方法の比較を示す。 

 

 

表 1－1 既工認と今回工認における地盤ばね及び入力地震動算出方法の比較 

 

 

  

建屋モデル ①地盤ばね ②入力地震動

既工認

三次元薄層要素法により杭を考慮した
地盤ばねを算出

一次元波動論により入力地震動を算出

今回工認

三次元薄層要素法により杭を考慮した
地盤ばねを算出

三次元薄層要素法により杭の拘束効果
を考慮した入力地震動を算出

BSBM
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Kθ

ND01
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ND03
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EL.(m)

29.20

8.30
7.05

BSBM
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Kθ

ND01

BSTP

ND02

ND03

17.75

EL.(m)

29.20

8.30
7.05

①地盤ばね

②入力地震動

①地盤ばね

②入力地震動

自由地盤地震動

基準地震動

基準地震動

有効入力動

杭の存在を考慮している範囲
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三次元薄層要素法による杭の拘束効果を考慮した有効入力動の算出方法 

一次元波動論から算出される自由地盤地震動に三次元薄層要素法により算出した伝達関数比率

を乗じて杭の拘束効果を考慮した有効入力動を算出する。算出方法を図 2－1 に示す。 

 

 

   

図 2－1 三次元薄層要素法による有効入力動の算出方法 
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三次元薄層要素法の妥当性確認 

三次元薄層要素法による有効入力動の妥当性を規格基準等の記載より確認した。規格基準等に

は，杭基礎の拘束効果を考慮した有効入力動を設定すること及びその評価に三次元薄層要素法が

用いられることが示されている。確認した規格基準等の抜粋を「【補足資料】規格基準等での有

効入力動に関する記載」に示す。 

また，三次元薄層要素法の妥当性を確認するため，三次元薄層要素法及び一次元波動論より算

定した自由地盤の伝達関数を比較した。地盤物性は，Ｓｓ－Ｄ１Ｈによる等価物性を代表として

用いた。図3－1に比較対象概要図，図3－2に一次元波動論及び三次元薄層要素法による自由地盤

の伝達関数を比較して示す。両者同様な結果が得られていることから三次元薄層要素法の妥当性

を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

図 3－1 比較対象概要図 

 

  

三次元薄層要素法による 
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Ｔ
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図 3－2 一次元波動論及び三次元薄層要素法による自由地盤の伝達関数の比較 
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杭の拘束効果を考慮した有効入力動の適用性の検討 

使用済燃料乾式貯蔵建屋への杭の拘束効果を考慮した有効入力動の適用性を確認するため，

2011年3月11日東北地方太平洋沖地震の観測記録を用いたシミュレーション解析を行った。地震観

測記録と有効入力動を用いた解析結果の基礎上の床応答スペクトルの比較を図4－1に示す。 

有効入力動を用いた解析結果は，建屋の１次固有周期，２次固有周期及び使用済燃料乾式貯蔵

容器（以下、貯蔵容器という。）で観測記録と概ね同等以上となっており，使用済燃料乾式貯蔵

建屋への杭の拘束効果を考慮した有効入力動の適用性を確認した。 
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図 4－1（1／3） 床応答スペクトルの比較（NS方向，h＝5％） 
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図4－1（2／3） 床応答スペクトルの比較（EW方向，h＝5％） 
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図 4－1（3／3） 床応答スペクトルの比較（UD方向，h＝5％） 
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基準地震動Ｓｓに対する有効入力動と自由地盤地震動の比較 

基準地震動Ｓｓに対する杭の拘束効果を考慮した有効入力動を既工認手法による自由地盤地震

動と比較を行った。比較は代表として基準地震動Ｓｓ－Ｄ１に対して行った。 

図5－1に一次元波動論により算定した自由地盤地震動ＸＳの加速度応答スペクトルを示す。三

次元薄層要素法により算定した自由地盤の伝達関数ＴＳ及び杭拘束考慮の伝達関数ＴＦを図5－2

及び図5－3にそれぞれ示す。また，ＴＳに対するＴＦの比を図5－4に示す。最終的に算定された，

NS方向及びEW方向の有効入力動の加速度応答スペクトルを自由地盤地震動の加速度応答スペクト

ルと比較して図5－5に示す。 

杭の拘束効果を考慮した有効入力動は自由地盤地震動よりやや小さいことを確認した。 
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図 5－1 自由地盤地震動（ＸＳ）の加速度応答スペクトル（Ｓｓ－Ｄ１，h＝5％） 

 

 

 

図 5－2 自由地盤伝達関数（ＴＳ） 
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（a） NS方向 

 

 

（b） EW方向 

 

図 5－3 杭拘束考慮の伝達関数（ＴＦ） 
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（a） NS方向 

 

 

（b） EW方向 

 

図 5－4 ＴＳに対するＴＦの比 
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（a） NS 方向 

 

 

（b） EW 方向 

 

図 5－5 加速度応答スペクトルの比較（h＝5％） 
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【参考資料】規格基準等での有効入力動に関する記載 

 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６１６－2003（（社）日本電気協会，2003） 

・原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥＡＣ４６１６－2009（（社）日本電気協会，2010） 

・入門・建物と地盤との動的相互作用（（社）日本建築学会，1996） 

・建物と地盤の動的相互作用を考慮した応答解析と耐震設計（（社）日本建築学会，2006） 
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原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６１６－2003（（社）日本電気協会，2003） 
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原子力発電所耐震設計技術規程 ＪＥＡＣ４６１６－2009 （社）日本電気協会，2010） 
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入門・建物と地盤との動的相互作用（（社）日本建築学会，1996） 
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建物と地盤の動的相互作用を考慮した応答解析と耐震設計（（社）日本建築学会，2006） 
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別紙 2-2 使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答解析モデルの変更について 
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概要 

使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答解析モデル（以下「DC 今回工認モデル」という。）は，基

本的に建設工認時の地震応答解析モデル（以下「DC 既工認モデル」という。）に基づき設定して

いるが，解析モデルの精緻化を目的とし，DC 既工認モデルから変更を行っている。本資料では，

使用済燃料乾式貯蔵建屋のモデルについて変更の概要及び影響確認結果を示すことで，DC今回工

認モデルの妥当性を確認する。 
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使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答解析モデルの変更について 

地震応答解析モデルは，以下の方針に基づいて，DC 既工認モデルから変更する。 

NS 方向の耐震壁には，金属キャスク冷却のために上階及び下階に大開口が設けられている。NS

方向の DC既工認モデルでは，剛床仮定に基づいて弾性剛性を設定し 1 本棒多質点系モデルを構築

した。このモデルによるＳ２地震の建屋応答は弾性範囲に収まっていた。DC 今回工認モデルでは，

弾性剛性がＳｓ地震時の非線形挙動に大きな影響を及ぼすため，大開口の影響をより適切に反映

できる 3 次元全体ＦＥＭモデルによる等価弾性剛性を採用することに変更する。 

一方，EW 方向の DC 既工認モデルは，NS方向に細長い形状をしている使用済燃料乾式貯蔵建屋

の EW方向振動に対して，妻側耐震壁と中央のフレームを集約して 1 本棒多質点系モデルを構築し

た。DC 今回工認モデルでは，Ｓｓ地震時の非線形挙動を精度良く表現する必要があるために，妻

側耐震壁と耐震壁間のフレームを分離してそれぞれ 1 本棒でモデル化し，屋根スラブを模擬した

せん断ばねで連結した2本棒多質点系モデルに変更する。図2－1に DC今回工認モデル（EW方向）

を，図 2－2 に壁とフレームのモデル化範囲を，図 2－3 に屋根スラブのせん断ばね置換の概要を

示す。 
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図 2－1  DC 今回工認モデル（EW方向） 
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図 2－2 壁とフレームのモデル化範囲 
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別紙 2-2-5

屋根スラブのせん断断面積 A＝45(cm)×2600(cm) 

 ＝117000(cm2)

壁質点とフレーム質点の距離 L＝5230/2(cm) 

＝2615(cm) 

せん断弾性係 G＝95.6 (tf/cm2) 

屋根スラブのせん断ばね定数 K＝2GA/L 

＝8550 (tf/cm) 

図 2－3 屋根スラブのせん断ばね置換の概要 

124



別紙 2-2-6

既工認モデルとの比較 

DC 既工認モデル（NS 方向）及び諸元を図 3－1 及び表 3－1 に，DC今回工認モデル（NS 方向）

及び諸元を図 3－2 及び表 3－2 に示す。DC 既工認モデル（EW 方向）及び諸元を図 3－3 及び表 3

－3 に，DC今回工認モデル（EW 方向）及び諸元を図 3－4 及び表 3－4に示す。 
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図 3－1 DC 既工認モデル（NS方向） 

 

 

 

 

図 3－2 DC 今回工認モデル（NS 方向） 

 

  

ND01
 5.80

BSTP

BSBM

ROCK SWAY

 8.30
 7.05

17.75

29.20

EL.(m)

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

ND01
 5.80

BSTP

BSBM

ROCK SWAY

 8.30
 7.05

17.75

29.20

EL.(m)

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

126



別紙 2-2-8

表 3－1 DC 既工認モデルの諸元（NS 方向） 

標高 

EL. 

（m） 

質点名
質点重量

（kN） 

回転慣性重量 

（×104 kN･m2）
要素名 

せん断断面積

（m2） 

断面 2 次 

モーメント

（m4）

29.20 ND03  40400  974 

BM03 29.90 22803 

17.75 ND02  40890 1651 

BM02 28.43 30420 

 7.05 ND01 163180 4861 

表 3－2 DC 今回工認モデルの諸元（NS方向） 

標高 

EL. 

（m） 

質点名
質点重量

（kN） 

回転慣性重量 

（×104 kN･m2）
要素名

せん断断面積

（m2） 

断面 2 次 

モーメント

（m4）

29.20 ND03  40700  981 

BM03 24.17 5997 

17.75 ND02  40890 1651 

BM02 30.09 8000 

 7.05 ND01 163180 4861 
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別紙 2-2-9

図 3－3 DC 既工認モデル（EW方向） 

図 3－4 DC 今回工認モデル（EW 方向） 
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表 3－3 DC 既工認モデルの諸元（EW 方向） 

標高 

EL. 

（m） 

質点名 
質点重量 

（kN） 

回転慣性重量 

（×104 kN･m2）
要素名 

せん断断面積

（m2） 

断面 2次 

モーメント

（m4） 

29.20 ND03  40400  101 

BM03 10.93 4281 

17.75 ND02  40890  117 

BM02 41.43 5426 

 7.05 ND01 163180 1497 

 

 

表 3－4 DC 今回工認モデルの諸元（EW方向） 

標高 

EL. 

（m） 

質点名 
質点重量 

（kN） 

回転慣性重量 

（×104 kN･m2）
要素名 

せん断断面積

（m2） 

断面 2次 

モーメント 

（m4） 

壁 ﾌﾚｰﾑ 壁 ﾌﾚｰﾑ 合計 壁 ﾌﾚｰﾑ 壁 ﾌﾚｰﾑ 壁 ﾌﾚｰﾑ 壁 ﾌﾚｰﾑ

29.20 ND03 13 12330 28370 40700 70 － 
BM03 13 23.40 29.40 3495 7.503

17.75 ND02 12 13570 27320 40890 77 － 

BM02 12 33.63 55.44 4429 50.45
 7.05 01 163180 1497 

※ 屋根スラブせん断ばね：SP01＝8.38×106 kN/m 
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ＦＥＭモデルの固有値解析結果との比較 

表 4－1 に NS 方向，表 4－2 に EW 方向の比較を示す。NS 方向，EW方向ともに質点系モデルの固

有値がＦＥＭモデルの固有値と概ね一致していることから，DC 今回工認モデルの妥当性を確認し

た。 
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表 4－1 質点系モデルとＦＥＭモデルの固有値の比較（NS方向，壁脚部固定条件） 

モード次数 質点系モデル 今回工認ＦＥＭモデル 

1 次 6.91 Hz，0.145 s，β＝1.093 6.87 Hz，0.146 s，β＝2.822 

固有モード図  

 

 

 

 

 

 

(全体 29 次) 

※ ＦＥＭモデルは基準床レベルの水平変位を一定に拘束（MPC）している。 

 

表 4－2 質点系モデルとＦＥＭモデルの固有値の比較（EW方向，壁脚部固定条件） 

モード次数 質点系モデル 今回工認ＦＥＭモデル 

1 次 5.82 Hz，0.172 s，β＝1.298 5.83 Hz，0.172 s，β＝2.427 

固有モード図 

 

 

 

 

 

 

 

 

(全体 19 次) 
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別紙 2-3 使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答解析モデルについて 
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別紙 2-3-1 

概要 

DC 今回工認モデルの妥当性確認として，2011 年 3月 11 日東北地方太平洋沖地震（以下「東北

地方太平洋沖地震」という。）時の観測記録を用いたシミュレーション解析を実施した。解析に

用いる地震の諸元を図 2－1 に示す。 

地震名 2011 年東北地方太平洋沖地震

発生日時 
2011 年 3月 11 日 

14 時 46 分頃(注) 

マグニチュード 9.0(注) 

震源深さ 24km(注) 

震央距離 270 

震源距離 271 

(注)気象庁発表値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 東北地方太平洋沖地震の震央位置 
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別紙 2-3-2 

使用済燃料乾式貯蔵建屋モデルの妥当性検討 

2.1 地震計設置位置 

使用済燃料乾式貯蔵建屋には，地震時の基本的な振動性状を把握する目的で基礎上端と屋根

トラス上部に各 1 台の地震計を設置している。 

使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震計設置位置を図 2－2 に示す。 
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別紙 2-3-3 

（a） 断面図

（b） 1階（EL.8.3 m）平面図

図 2－2 使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震計設置位置 
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別紙 2-3-4 

2.2 シミュレーション解析結果 

観測記録を用いたシミュレーション解析は，使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答解析モデル

（以下「DC 今回工認モデル」という。）を用いた。既工認での地震応答解析の概要図を図 2－3

に，今回工認での評価の概要図を図 2－4 に，東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析結

果として，最大応答加速度分布の比較を図 2－5に床応答スペクトルの比較を図 2－6に示す。

各解析結果の比較図には建設工認時の地震応答解析モデル（以下「DC既工認モデル」という。）

による結果及びシミュレーション解析に用いた入力地震動も参考として示す。 

観測記録，DC 今回工認モデルによる解析結果，DC 既工認モデルによる解析結果を比較する

と，各方向において，DC 今回工認モデルと DC 既工認モデルの解析結果は観測記録と概ね良い

対応を示している。 

ほぼすべての周期帯において解析結果と観測記録は概ね同等もしくは解析結果が観測記録

を上回る結果となっており、DC 今回工認モデルを耐震評価用の解析モデルとして適用すること

は妥当である。 

 0.1 秒付近は観測記録の方が上回るがその差は比較的小さい。また，0.2 秒から 0.3 秒付

近ではシミュレーション解析の方が大きめの評価を与えている。その差異が生じる要因として

は，以下が考えられる。 

①0.1 秒付近及び 0.2 秒から 0.3 秒付近の差異が生じる要因

・基礎スラブ上端位置での応答であり，上部構造物の影響は小さい。また，上部構造物の質点

重量は全体の 1/3 程度である。上記の確認のためシミュレーション解析の建屋入力地震動を

比較したところ，基礎スラブ上端応答と同様の傾向にあった。そのため，差異の要因として，

ばらつきをもつ不均質な地盤を平均的な成層モデルに仮定していることが考えられる。
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別紙 2-3-5 

図 2－3 地震応答解析の概要図（既工認） 
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別紙 2-3-6 

（水平方向） 

（鉛直方向） 

図 2－4 地震応答解析の概要図（今回工認での評価） 
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別紙 2-3-7 

図 2－5（1／3） 最大応答加速度分布の比較（NS方向） 
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別紙 2-3-8 

 

図2－5（2／3） 最大応答加速度分布の比較（EW方向） 
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別紙 2-3-9 

 

図2－5（3／3） 最大応答加速度分布の比較（鉛直方向） 
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別紙 2-3-10 

 

        

        

        

図 2－6（1／3） 床応答スペクトルの比較（NS 方向，ｈ＝5％） 
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図 2－6（2／3） 床応答スペクトルの比較（EW方向，ｈ＝5％） 
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図 2－6（3／3） 床応答スペクトルの比較（上下方向，ｈ＝5％） 
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施設の耐震評価への影響検討 

 2.3.1 建屋への影響 

   使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震計設置位置での観測記録と今回工認モデルを用いたシミュレ

ーション解析の応答とを比較した結果，最大応答加速度分布は観測記録がシミュレーション解

析を上回らないことが確認できたため，ＤＣ建屋の耐震評価に影響はない（図 2-5）。 

 

 2.3.2 機器・配管系への影響 

 (1) 影響検討対象設備 

 使用済燃料乾式貯蔵建屋に設置された機器・配管系として，使用済燃料乾式貯蔵容器（以下「ド

ライキャスク」という。）及び使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーン（以下「ＤＣ建屋クレーン」

という。）がある。影響検討対象設備を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 使用済燃料乾式貯蔵建屋に設置の影響検討対象設備 

影響検討対象設備 設置階高 

ドライキャスク EL.8.3m 

ＤＣ建屋天井クレーン EL.17.75m 

 

(2) 影響評価結果 

(a) ドライキャスク 

 ドライキャスクの耐震評価に用いる EL.8.3m の最大応答加速度（ZPA）について，シミュレ

ーション解析の結果と観測記録とを比較した結果を表 3-2 に示す。表 3-2 に示すとおり観測

記録の応答加速度はシミュレーション解析の加速度を上回らないことが確認できたため，使

用済燃料乾式貯蔵容器（ＤＣ）の耐震評価に影響はない。 

 

表 3-2 使用済燃料乾式貯蔵建屋 EL.8.3m の応答加速度比較 

 方向 

応答加速度（cm／s２） 

シミュレーション 

解析結果 
観測記録 

使用済燃料乾式 

貯蔵建屋 

EL.8.3m 

水平 489 342 

鉛直 283 236 

 

(b) ＤＣ建屋クレーン 

 ＤＣ建屋クレーンは，EL.17.75m のクレーンガーダ上に設置されている。地震観測計は

EL8.3m 及び EL29.2m に設置されており，シミュレーション解析結果との比較も当該階で実施

していることから，EL8.3m 及び EL29.2m による床応答スペクトルの比較により影響を確認す

る。 
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 図 3-1 に観測記録の床応答スペクトルとシミュレーション解析結果の床応答スペクトルと

の比較にＤＣ建屋クレーンの 1次固有周期を記載して示す。またＤＣ建屋クレーンの 1 次固

有周期を表 3-3 に示す。 

 シミュレーション解析結果の応答加速度値のほうが観測記録の応答加速度値を概ね大きな

値となっていることを確認した。鉛直方向の固有周期 0.128 秒で観測記録のほうが大きな応

答加速度値となっているが，耐震評価で支配的な解析条件となる吊荷有りの 1 次固有周期

0.292 秒及び 0.239 秒ではシミュレーション解析のほうが応答加速度値は大きいことから問

題ない。 

 

表 3-3 ＤＣ建屋クレーンの１次固有周期 

ガーダ位置 吊荷 
1 次固有周期（秒） 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 鉛直方向 

中央 
有 0.190 0.174 0,292 

無 0.191 0,175 0,128 

端部 
有 0.141 0.177 0.239 

無 0.141 0.178 0.103 
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図 4-1(1) 使用済燃料乾式貯蔵建屋の床応答スペクトル比較図（減衰 2％） 

 

 

 

 

ＤＣ建屋クレーン固有周期

ＤＣ建屋クレーン固有周期

ＤＣ建屋クレーン固有周期 

ＤＣ建屋クレーン固有周期 

ＤＣ建屋クレーン固有周期
ＤＣ建屋クレーン固有周期 
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図 4-1(2) 使用済燃料乾式貯蔵建屋の床応答スペクトル比較図（減衰 2％） 

  

ＤＣ建屋クレーン固有周期

ＤＣ建屋クレーン固有周期

ＤＣ建屋クレーン固有周期
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2.4 工認に用いる地震応答解析モデルの妥当性について 

使用済燃料乾式貯蔵建屋が細長い形状をしていること等を考慮し，地震応答解析モデルを既

工認から変更した。東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析結果より，貯蔵容器への入

力となる EL.8.3 m の基礎上端での応答及び建屋有周期近傍での建屋応答を概ね安全側に評価

出来ていることを確認した。 

以上の結果を踏まえ，使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答計算及び耐震計算書に用いる応答

解析モデルには，DC 今回工認モデルを用いることとした。 
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